
配布期間

回答締切

配布方法

回収方法

調査対象

回収数（率） 110（61％）

平成26年度 道内自治体の環境保全活動及び環境教育、
協働取組の促進状況に関するアンケート集計結果

平成26年12月5日

2014年12月19日（2015年1月19日回収分までを
集計の対象としている）

郵送で配布

郵送、webページからの入力による回収

北海道の全自治体（179市町村）

問１ 貴自治体は、環境保全活動の促進に向けて、環境教育等促進法に基づく行

動計画の策定、あるいは環境教育並びに協働取組等に関する条例や方針、等のい

ずれかを策定（または策定を予定）していますか。当てはまるものに１つだけ○をつ

けてください。

１．策定（または策定を予定）している

２．環境教育・協働取組に限定した行動計画、条例、方針等はないが、上位政策で

ある環境基本条例や環境基本計画等に盛り込んでいる（または予定している）

３．策定（または策定を予定）しておらず、上位政策の中にも位置付けていない

4%

22%

74%

1.策定している

2.盛り込んでいる

3.策定していない

N=110

問1 行動計画等の策定について

《調査の目的》

本調査は道内自治体を対象として、完全施行後２年が経過した「環境教育等による環境保全

の取組の促進に関する法律」（以下、「環境教育等促進法」と言う。）に関連して、環境保全活

動及び環境教育、協働取組の促進状況を把握し、北海道の環境パートナーシップ推進に向

けた中間支援の充実に活用するために実施しました。



市町村名 環境保全活動の促進に向けた条例等 策定年月

旭川市 旭川市環境基本計画（第２次計画） 平成21年3月

厚岸町 厚岸町豊かな環境を守り育てる基本計画 平成19年2月

厚真町環境基本条例 平成13年3月1日

厚真町環境対策実施計画 平成17年9月

北広島市 北広島市環境基本条例 平成12年3月

中札内村 第6期中札内村まちづくり計画 平成26年3月

函館市 函館市環境教育環境学習推進基本方針 平成17年3月

留萌市 留萌市環境基本条例 平成15年4月1日

弟子屈町 弟子屈町環境基本計画 平成22年3月

上フラノ町地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 平成22年3月
上フラノ町地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 平成22年3月
上フラノ町地域新エネルギービジョン 平成22年2月
上フラノ町地域省エネルギービジョン 平成22年2月

深川市 深川市環境基本計画 平成20年11月

八雲町 新八雲町総合計画 平成20年4月

倶知安町環境基本条例 平成18年12月

倶知安町環境基本計画 平成18年3月

三笠市 三笠市環境基本条例 平成13年6月

釧路市 釧路市環境基本計画 平成23年3月

羽幌町 羽幌町の環境を守る基本計画 平成１８年３月

室蘭市 室蘭市環境基本計画 平成21年3月

滝川市環境基本条例 平成16年9月

滝川市環境基本計画・地域行動計画 平成18年

石狩市 第２次環境基本計画 平成23年3月

幌延町 幌延町まちづくり基本条例 平成21年4月

芽室町 クリーンめむろ環境基本条例 平成16年3月

稚内市環境基本条例 平成15年3月

稚内市環境基本計画 平成18年2月

北見市環境基本条例 平成18年12月

北見市環境基本計画 平成21年3月

第２次恵庭市環境基本計画 平成24年4月

恵庭市環境基本条例 平成９年12月

新十津川町 新十津川町環境基本計画 平成22年3月

湧別町一般廃棄物処理基本計画 平成22年6月

湧別町地球温暖化防止実行計画 平成24年3月

環境基本条例 平成19年

環境基本計画 平成20年

富良野市環境基本条例 平成13年3月

富良野市環境基本計画 平成23年3月

小樽市環境基本条例 平成22年6月

小樽市環境基本計画 平成27年3月

津別町 津別町環境基本計画 平成26年3月

恵庭市

湧別町

士幌町

富良野市

小樽市

上富良野町

厚真町

倶知安町

滝川市

稚内市

北見市

問2 問１で「１」もしくは「２」と回答した方にお聞きします。その条例等の名称と策定

（予定）年月をご記入ください。



問４ 「環境教育等促進法」では「協働取組」を以下のように定義しています。貴自治体

は、環境保全活動及び環境教育の推進に関して、「協働取組」に当たる取り組みを行っ

ていますか。当てはまるものに１つだけ○をつけてください。

問５ 環境政策における協働取組を促進するものとして、次のようなものが考えられま

すが、貴自治体の取り組みで当てはまるものすべてに○をつけてください。

9

18

15

15

7

8

7

1.協働に関する職員研修の実施

2.協働に関する庁内での連絡調整・情報共有の場づくり

3.まちづくりワークショップ等の住民の対話の場づくり

4.協働の担い手を育成する住民向け講座等の開催

5.住民による協働事業の企画提案制度

6.各主体の役割分担を定めた協定の締結

7.その他

問5 協働取組の促進について

31%

55%

12%

2%

1.行っている

2.行っていない

3.わからない

4.その他

N=108

問4 協働取組について

0

62

23

8

16

0

31

13

4

9.その他

8.特に実施していない

7.パブリックコメント（意見公募手続）の実施

6.電話やインターネットを利用した住民意見等の常時受付

5.住民アンケートの実施

4.公聴会の開催

3.審議会等、政策立案や評価に係る委員会委員の公募

2.政策に関する官民の対話・意見交換の場づくり

1.住民や民間団体等による政策提言制度の導入

問3 住民の意見の反映方法

問３ 貴自治体は、環境政策の形成や評価の段階において、住民や民間団体等（市

民活動団体や企業）の意見を反映するために、どのような取り組みを行っています

か。当てはまるものすべてに○をつけてください。



問６ 貴自治体は、「協働取組」を推進するうえでどのような課題があるとお考えです

か。当てはまるものに３つまで○をつけてください。

問７ あなたは環境教育等促進法の内容について、どの程度、理解していると思い

ますか。当てはまるものに１つだけ○をつけてください。

1%

8%

69%

22%

問7 環境教育等促進法の理解

1.よく理解している

2.ある程度理解している

3.あまりよく分からない

4.存在を知らなかった

N=109

問８ 添付資料「環境教育等促進法の制度」をご覧いただき、以下の問いにお答えく

ださい。添付資料は「環境教育等促進法」を理解する上で分かりやすいものでした

か。当てはまるものに１つだけ○をつけ、理由があれば自由にご記入ください。

14%

48%

33%

5%

問8 添付資料について

1.分かりやすい

2.どちらかといえば分か

りやすい

3.どちらかといえば分か

りにくい

4.分かりにくい

N=107

1
9

4
19

33
41

19
42

31
55

33

11.その他

9.特にない

7.環境保全活動や環境教育を推進する担い手の確保

5.地域の環境保全活動や環境教育に関する情報の把握

3.他部局との連携・調整

１.協働に関する職員の理解

問6 協働取組の推進上の課題



問９ 添付資料を読んで、あなたが関心を持った制度はありましたか。当てはまるも

のに１つだけ○をつけてください。

19%

47%

34%

問9 促進法の諸制度への関心

1.ある

2.ない

3.わからない

N=107

問10 EPO北海道は、環境保全活動や環境教育、協働取組等の促進に向けて、情報提

供や相談対応、対話の場づくり等の支援を実施しています。貴自治体は、こうした支援

サービスを利用したいと思いますか。当てはまるものに１つだけ○をつけてください。

3%

56%17%

24%

問10 EPO北海道の活用

1.早速利用したい

2.機会があれば

3.あまり思わない

4.わからない

N=108

問11 EPO北海道は、道内の自治体等を対象に、環境省を中心とする国の施策情報

に関するメールマガジンを毎週配信しています。貴自治体は、このメールマガジンを

どの程度、ご覧になっていますか。当てはまるものに１つだけ○をつけてください。

15%

35%
25%

23%

2%

問11 EPO北海道メルマガ利用

1.欠かさず読む

2.時々読む

3.あまり読まない

4.知らなかった

5.その他

N=107
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